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令和３年度 経営計画書 健康福祉部 部長 世登 英明 
 

１ 

部の

使命 

 赤ちゃんからお年寄りまで一人ひとりの ＱＯＹＬ（クオリティー・オブ・やぶ・

ライフ）が向上し 健やかで幸せに暮らせるまちを常に追求しながら 部内の好連

携により これを実現します 

 

【評価】 

【原因】 

【方向】 

 

２ 

それ

まで

の経

営評

価 

 

【評価】 

【原因】 

【対応】 

 

３ 

外部

環境 

 

 

◎機会 

 【政治】国における福祉・介護・健康・医療における制度改正 

【経済】所管分野の官民協働 

【社会】2025年問題（現役高齢者の労働力） 

【市民】共助の意識の高まり 

▼脅威 

 【地域】高齢化による医療費、介護保険給付費の高騰 

【市民】高血圧、認知症疾患の増 

【競争】他自治体（機関）の医療と介護分野の連携 

 

４ 

内部

環境 

〇強み 

 【使命】部内各課間の連携を強調 

【政策】部内連携意識の向上 

【協働】関係機関との連携強化 

▽弱み 

 【市民】発展的思考力の不足 

【計画】事業根拠意識の不足 

【人材】経験年数が浅く、事務系職員が少ない。 

【情報】発信力不足 

【経費】ルーティンワークが多く扶助費が多い。独自政策展開の意識が希薄 

 

５ 

重要

経営

課題 

 

【子育】出生数の増 

【健康】国保医療費、介護給付費の減少 

【生活】生活困窮者の就労支援、障がい者自立支援 

【人材】福祉・介護・医療・看護等の地域人材の確保 
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６ 

部の

経営

体制 

・所管課：社会福祉課、介護保険課、健康課、保健医療課、 

コロナワクチン接種推進室 

・人員：75名 

・予算：一般会計3,696,687千円、特別会計（７会計）5,091,000千円 

 

７ 

部の

経営

目標 

 

・出生数の増のための支援施策の充実 （目標：150人／年） 

・国保１人当たりの医療費の増加率：単年度３％以内（５年度平均） 

・介護認定者率の抑制、認定年齢の引き上げ （目標：対人口8.5％、認定85歳以上） 

・地域人材の確保 

 

８ 

部の

経営

方針 

 

【経営】庁内、関係機関との連携・調整力の強化 

【価値】独自施策の提案・展開（若手職員） 

【協働】関係機関（法人、団体）との連携、協働 

【人材】全職員の業務根拠の徹底、多面的思考、異部門への異動による能力開発 

【改善】業務改善力の強化 

 

９ 

部の

重要

政策

の取

組内

容 

 

【新規】①手話推進条例に基づく、手話言語の普及・推進 

    ②養父市の地域医療を守り育てる基本方針の策定 

    ③高齢者の医療と介護の一体的取組 

    ④骨髄ドナー助成、がん患者の装具助成 

    ⑤コロナワクチン接種の早期完了 

【拡大】①不妊治療、妊孕性温存治療助成による出生数の増 

    ②障がい者相談支援体制の整備 

【改良】①民生委員・児童委員数の見直し 

    ②母子アプリの運用改善 

    ③高齢者相談センター体制の見直しによる業務効率化 

    ④部内体制の見直しによる業務効率化 

【廃止】下記の事業については廃止する。 

①小学生プレゼント事業 

②出産準備応援金 
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10 

経営

の仕

組み

に関

する

取組

内容 

 

【政策】 

◆政策形成過程（立案・実施・評価）の見直し／これにより市民満足の向上に結び

つく政策形成過程を本年度に確立する。 

◆各課所管の計画に基づく事業展開／事業・業務エビデンスの徹底（法令等） 

【組織・業務】 

◆関係機関との協働／関係機関との連携し、円滑に事業遂行する。 

◆課長会議の開催／課長会議を原則週単位で開催し、ニーズ把握、情報共有、政策

の進展に応じた迅速な対応体制を確立する。 

【能力】 

◆人材育成の強化／部内職員を総動員し、公務員として、職員として、部職員とし

て必要な知識・意識・能力の向上を行う。 

【情報】 

 ◆情報提供ツールの拡充／広報紙やＣＡＴＶ、アプリを通じて、タイムリーな情報

提供を行う。可能な限り、手話通訳も導入。 

◆情報共有の推進／朝礼、定期的な課内会議等で役職に関係なく、全職員間の情報

共有を進める。 

 


